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秋田市外旭川地区まちづくり事業アドバイザリー業務に係る

公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

この要領に定める公募型プロポーザルは、秋田市外旭川地区まちづくり事業アドバイ

ザリー業務を委託するに当たり、広く企画提案を募集し、優れた能力と経験を有し、最

も的確と判断される受託者を選定することを目的として実施するものである。

２ 業務概要

(1) 委託業務の名称

秋田市外旭川地区まちづくり事業アドバイザリー業務委託

(2) 業務内容

別添「秋田市外旭川地区まちづくり事業アドバイザリー業務委託仕様書」（以下

「仕様書」という。）のとおり

(3) 契約履行期間

契約締結の日から令和５年３月24日(金)までとする。

(4) 委託費の上限

本業務の委託費の上限は、4,367,000円（消費税および地方消費税を含む。）とする。

３ 参加資格

本プロポーザルに参加できる者は、公募開始日から企画提案書等提出期限の日までの

間において、次の(1)から(7)までに掲げる事項を全て満たす単独の法人、個人事業主、

団体もしくは研究機関等（以下「事業者」という。）とする。

(1) 日本国内に本社、本店、本部又はこれらに類する機能を有すること。

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。

(3) 秋田市の指名停止期間中又は入札参加資格停止期間中でないこと。

(4) 秋田市暴力団排除条例（平成24年秋田市条例第10号）第２条に規定する暴力団又は

暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

(5) 民事再生法（平成11年法律第225号）、会社更生法（平成14年法律第154号）又は破

産法（平成16年法律第75号）に基づく手続開始の申立てがなされていないこと。

(6) 国税および地方税に滞納がないこと。
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(7) 平成24年４月１日から令和４年３月31日までの間に、国又は地方公共団体から、次

のいずれかの業務を受託し、完了した実績を有する者であること。

ア 事業の対象となる敷地面積が150,000㎡を超えるＰＰＰ／ＰＦＩ事業における導入

可能性調査又はアドバイザリー業務

イ スタジアム（収容人数１万人以上）又はアリーナ（収容人数５千人以上）のＰＰ

Ｐ／ＰＦＩ事業における導入可能性調査又はアドバイザリー業務

ウ 民間収益施設の設置を条件付けるＰＰＰ／ＰＦＩ事業における導入可能性調査又

はアドバイザリー業務

４ プロポーザル日程

手続等 期日・期限

公募開始 令和４年７月13日(水)

参加表明書等提出期限 令和４年７月25日(月) 午後５時

参加資格の確認結果の通知(※) 令和４年７月28日(木)（予定）

企画提案書等提出期限 令和４年８月10日(水) 午後５時

プレゼンテーション 令和４年８月22日(月)（予定）

最終審査結果通知 令和４年８月下旬～９月上旬（予定）

業務委託契約の締結 令和４年９月上旬～９月中旬（予定）

※留意事項：参加表明書受理後、参加資格の確認を行った上で、企画提案書の提出要

請を行うこととしているが、プロポーザル日程等を考慮し、事前に企画

提案書の準備を行うことを妨げるものではない。

５ 参加表明書等の提出

(1) 参加表明書等の提出

本プロポーザルに参加しようとする事業者は、参加表明書等を提出すること。

(2) 提出書類は、次のとおりとする。

ア 参加表明書（様式第１号）

イ 業務実績書（様式第２号）（３の(7)の業務実績を記載する。）

ウ 誓約書 （様式第３号）

エ 登記事項証明書（現在事項証明書）の原本（本プロポーザル公募開始日以降に発

行したものに限る。）
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オ 業務実績を証明する書類（契約書等）の写し

(3) 提出期限等

ア 提出期限 令和４年７月25日(月) 午後５時

イ 提出場所 秋田市企画財政部まちづくり戦略室

住 所 〒010-8560 秋田県秋田市山王一丁目１番１号

電 話 018-888-5492

ＦＡＸ 018-888-5488

E-mail ro-tdso@city.akita.lg.jp

URL https://www.city.akita.lg.jp

ウ 提出部数 正本１部（Ａ４判縦とし、クリップ留めとする。）

エ 提出方法 持参又は郵送（簡易書留郵便又は宅配便に限る。）とする。

オ そ の 他 いずれの書類も押印は不要とする。

(4) 参加資格の確認結果の通知

参加表明書等を提出した者に対しては、参加資格の確認結果を書面により通知する。

また、参加資格を有すると認められた者には、企画提案書等の提出要請と併せて、参

考資料として、事業パートナー（イオンタウン株式会社）の公開用に構成した事業提

案書を送付する。

(5) 参加辞退の方法

参加表明書提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、参加辞退届（任意

様式）を提出すること。

６ 企画提案書等の提出

(1) 提出書類は、次のとおりとする。

ア 企画提案書（Ａ４判縦、片面印刷とする。）

(ｱ) 企画提案書表紙 （様式第４号） １枚

(ｲ) 提案事業者の業務実績一覧 （様式第５号）

国又は地方公共団体から受託したＰＰＰ／ＰＦＩ事業における導入可能性調査

又はアドバイザリー業務の主な実績を記載すること。

(ｳ) 提案事業者の業務実績 （様式第６号） ３枚以内

(ｲ)に記載した主な業務実績から選択した３件以内の実績について、業務概要

等を記載すること。
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(ｴ) 業務実施体制 （様式第７号） １枚

(ｵ) 配置予定者調書 （様式第８号） ３枚以内

(ｶ) 仕様書に記載の業務を履行するに当たっての提案 ５枚以内

様式は自由とするが、業務の実施方針、公民連携事業の支援において特に重視

する事項、業務スケジュールの管理において配慮する事項、その他、特にＰＲし

たい事項等を簡潔に記載すること。

イ 補足資料

・企画提案書に記載した業務実績を証明する書類（契約書等）の写し

(2) 提出期限等

ア 提出期限 令和４年８月10日(水) 午後５時

イ 提出場所 ５の(3)に同じ

ウ 提出部数

(ｱ) 企画提案書 正本１部、副本10部（Ａ４判縦とし、クリップ留めとする。）

(ｲ) 補足資料 １部

(ｳ) 電磁的書類を保存したＤＶＤ－Ｒ １部（ファイル形式はＰＤＦとする。）

エ 提出方法 持参又は郵送（簡易書留郵便又は宅配便に限る。）とする。

オ その他

・いずれの書類も押印は不要とする。

・事業者名の記載は、企画提案書表紙（様式第４号）のみとし、他のページには、

事業者名や事業者名を特定することができる記号等の記述を行わないこと。

７ 質問書の提出および回答

本実施要領等について質問がある場合は、質問書（様式第９号）を作成の上、次のと

おり提出するものとする。

(1) 質問書の受付期間

ア ５の参加表明書等の提出に係る質問

公募開始日から令和４年７月19日(火) 午後５時まで

イ ６の企画提案書等の提出に係る質問

公募開始日から令和４年８月３日(水) 午後５時まで

(2) 提出場所 ５の(3)に同じ

(3) 提出方法
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電子メールにより提出するものとし、電話でその到達を確認すること。

(4) 質問に対する回答

質問に対する回答を秋田市ホームページで次のとおり公開する予定であるが、本プ

ロポーザルの参加資格を満たさない者からの企画提案書等の提出に係る質問には回答

しない。また、回答は、本実施要領と一体のものとして同等の効力を持つものとする。

・(1)のアに対する回答 令和４年７月21日(木)(予定)

・(1)のイに対する回答 令和４年８月５日(金)(予定)

８ 審査

(1) 最優秀提案者等の選定

秋田市外旭川地区まちづくり事業アドバイザリー業務に係る公募型プロポーザル審

査委員会（以下「審査委員会」という。）の審査により、最優秀提案者および優秀提

案者を選定する。

(2) 審査委員会の構成

審査委員の氏名等については、最優秀提案者等の選定後に審査結果と併せて公表す

る。

(3) 企画提案書等の評価

提案に関する評価は、次の項目により行うこととする。

ア 提案事業者の業務実績

イ 業務の実施体制や配置予定者の実績、経験等

ウ 企画提案書とプレゼンテーションの内容

(4) 評価基準

評価基準は、別表のとおりとする。

(5) 選定方法

ア 審査委員全員の合計得点（以下「得点」という。）が満点の60％以上の提案者の

中で、最も得点が高い者を最優秀提案者に、最優秀提案者に次いで得点が高い者を

優秀提案者とする。

イ 得点が同点の場合は、審査委員の協議により最優秀提案者および優秀提案者を選

定する。

ウ 得点が満点の60％以上の提案者がいない場合は、本プロポーザルを無効とし、再

度公募を実施する。
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(6) 事務局による確認

ア 提出された企画提案書等が本実施要領に定める内容を満たしている場合は、当該

企画提案書等を提出した事業者に対し、プレゼンテーションへの参加要請を書面に

より通知する。

イ 必要な事項が記載されていないなど、提出された企画提案書等が本実施要領に定

める内容を満たしていないと事務局が判断した場合は、審査委員会に諮った上で、

当該企画提案書等を提出した事業者に対し、プレゼンテーション参加者に選定され

なかった旨およびその理由（非選定理由）を書面により通知する。

ウ イの通知を受けた者は、当該通知を受けた日の翌日から起算して５日（土日祝日

を除く。）以内に、書面により非選定理由についての説明を求めることができる。

(7) 審査結果の通知および公表

審査結果は、提案者に書面により通知するとともに、最優秀提案者の事業者名を秋

田市ホームページで公表する。なお、最優秀提案者以外の事業者名は公表しない。

９ プレゼンテーション

(1) 実施予定年月日 令和４年８月22日(月)（予定）

(2) 実施方法

オンライン方式（Zoom Meetings）により実施する。

(3) 実施要領

ア 配置予定者のうち１名は、必ず出席すること。

イ 提案内容の説明は、企画提案書により15分以内で行うこと。

ウ イの説明後、審査委員会によるヒアリングを15分程度行う。

エ プレゼンテーションに関する資料は、提出した企画提案書のみを使用した静止画

とし、追加資料の提出は認めない。

オ プレゼンテーションの時間等については、プレゼンテーションへの参加要請と併

せて、該当者に書面により通知する。

(4) プレゼンテーションの無効

次のいずれかに該当した場合は、当該提案者のプレゼンテーションを無効とする。

ア 配置予定者が欠席した場合

イ プレゼンテーションの内容と企画提案書の記載内容に相違がある場合



- 7 -

10 契約の締結

８により選定された最優秀提案者を優先交渉権者として、契約締結の交渉を行う。な

お、優先交渉権者との契約交渉が不調のときは、優秀提案者を次点交渉権者として、契

約締結の交渉を行う。

11 提出書類等の取扱い

(1) 本プロポーザルに係る全ての提出書類は、返却しない。

(2) 提出書類等に係る著作権は、第三者に帰属するものを除き、提案者に帰属するもの

とする。

(3) 提出書類等に第三者が権利を有する著作物を使用する場合には、著作権、肖像権等

に厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関して費用の負担を含む一切の手続を提案

者において行うものとする。

(4) 提案に関し、第三者との間で著作権等に係る権利侵害の紛争等が生じた場合には、

当該紛争等の原因が専ら主催者の責めに帰すべき事由による場合を除き、提案者は自

らの責任と負担において一切の処理を行うものとする。

(5) 市は、最優秀提案者選定後、審査結果の公表の一環として、必要に応じて、提出書

類の一部を公開する場合がある。

なお、公開に際しては、提案者のノウハウや手法を特定することができる内容等、

公表することにより提案者の権利利益が阻害されると認められる内容を除くものとし、

詳細については、市と提案者との間で協議するものとする。

(6) 市は、(5)により公開する場合のほか、本プロポーザルに係る情報公開請求があっ

た場合は、秋田市情報公開条例（平成９年秋田市条例第39号）の規定に基づき、提出

書類を公開することがある。

(7) 企画提案書の内容について、事務局による聞き取りを実施する場合がある。

12 企画提案書等の無効

本プロポーザルに参加する者が次のいずれかに該当したときは、提出された企画提案

書等を無効とする。

(1) 公募開始日から審査結果公表日までの間において、３に掲げる要件を満たさないこ

とが確認されたとき。

(2) 本実施要領等に定められた提出書類の提出方法等に違反したとき。
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(3) 提出した書類の内容が次のいずれかに該当したとき。

ア 指定する様式および記載上の留意事項に示された条件に適合しないとき。

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。

ウ 記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。

エ 虚偽の内容が記載されているとき。

(4) ９の(4)に該当したとき。

(5) その他本実施要領に違反したと認められるとき。

13 その他

(1) 提出期限までに参加表明書が事務局に到達しなかった場合又は企画提案書の提出要

請を受けなかった場合は、企画提案書を提出できない。

(2) 参加表明書等および企画提案書等の作成および提出に係る費用、プレゼンテーショ

ンに係る費用その他本プロポーザルの参加に係る一切の費用は、提案者の負担とする。

(3) 提出期限後は、参加表明書等および企画提案書等の差替え又は再提出は認めない。

(4) 提出された書類は、審査に必要な範囲で複製して使用することがある。

(5) 文献等を引用した際は、出典を明示するものとする。

(6) 本実施要領の手続において使用する言語は日本語とし、通貨は円とする。

(7) 審査委員と接触を行ったり、本プロポーザルへの参加状況や企画提案書等の内容を

審査結果公表前に提案者自らが公にするといった、審査結果に影響を与えるような行

為は行わないものとする。

(8) 本プロポーザルの審査結果については、本市に対して一切の異議申立てや損害賠償

請求等を行うことはできない。

(9) 企画提案書等に記載した配置予定者は、原則として変更できない。ただし、やむを

得ない理由により変更を行う場合には、本市の承諾を得なければならない。



１　提案事業者の業務実績（配点　20点）

極めて
優れて
いる

優れて
いる

評価
できる

やや
乏しい

乏しい

(1) 提案事業者は、本業務を円滑かつ安定して遂行するた
　めの十分な実績を有しているか。

20 20 16 12 8 4

２　業務の実施体制や配置予定者の実績、経験等（配点　20点）

極めて
優れて
いる

優れて
いる

評価
できる

やや
乏しい

乏しい

(1) 業務を効果的かつ効率的に実施できる人員配置や体制
　が構築されているか。

10 10 8 6 4 2

(2) 配置予定者は、本業務を遂行するための十分な実績や
　経験を有しているか。

10 10 8 6 4 2

３　企画提案書とプレゼンテーションの内容（配点　60点）

極めて
優れて
いる

優れて
いる

評価
できる

やや
乏しい

乏しい

(1) 秋田市外旭川地区まちづくり事業における委託者の意
　図や目的を理解した上で、業務の実施方針が示されてい
　るか。

20 20 16 12 8 4

(2) 公民連携事業の支援において、特に重視する事項が示
　されているか。

20 20 16 12 8 4

(3) 業務スケジュールの管理において、配慮する事項や工
　程管理の工夫が示されているか。

10 10 8 6 4 2

(4) その他、評価できる提案が示されているか。

10 10 8 6 4 2

合　計　　 100

評価内容 配点

採点基準

得点：　　　　　点　

（別表）

評価内容 配点

採点基準

評価内容 配点

採点基準

評価基準
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